

























（東京地判平成29年 2 月 7 日（①事件：東京地裁平成28年（行ウ）第192号 LEX/DB
25544864、②東京地裁平成28年（行ク）第315号 LEX/DB25544865））
中 山 代 志 子








































































（ 2）　東京都建築安全条例32条 6 号は、大規模な自動車駐車場を避難階以外の階に設ける場合
に一定の条件を充たす避難階段の設置義務を定めている。




























害を被り、本件裁決の違法性を前提として国家賠償法 1条 1 項所定の要件を充足
すると認められる場合には、同審査会が所属する公共団体（建築基準法78条 1 項





















































































































































































































270　　早法 93 巻 1 号（2017）
　訴訟参加人と被参加人は必要的共同訴訟人の関係に立つ（ 4項）。また、訴訟
参加人は共同訴訟人と同様に、被参加人の訴訟行為と抵触する行為を行うことが
















これについて、同条 4項において民事訴訟法40条 1 項から 3項までの規定を準用しているこ
とからも明らかなとおり、同法上の補助参加とは、性質を異にする。また、行政事件訴訟法







































































（25）　宇賀・前掲注 9）234頁は「同法 9条 1 項の「法律上の利益」を害される者であれば参
加適格が認められる。」とする。もっとも、この命題から直ちに、訴訟参加人は必ず法律上
の利益を害される者でなければならない、という命題が導かれるわけではない。







（ 3 ）　 2 つの観点から見た訴訟参加人の立場と裁判例
































































4種の考え方 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
A）審査請求人か否か基準 ◯ ◯ × ×
B）処分の原告適格基準 ◯ × ◯ ×
C）いずれも必要 ◯ × × ×
D）いずれかあればよい ○ ○ ○ ×
　（◯は参加人適格を認める。×は認めないことを意味する。）

















































































































































































法 1条 1 項においては「国民の権利利益の救済」のほかに「行政の適正な運営を
確保すること」を法律の目的とすることが規定されている点に特徴がある。
　行審法は、……職権探知主義まで認めている趣旨かどうかは明らかではない。
しかし、行政不服審査は、なお、行政過程における争訟であって、私人の権利利
益の救済とともに行政の適正な運営の確保をも目的とするものであることをも考
慮すると、行審法も職権探知を認めていると解すべきである（訴願法当時のもの
として、最高裁昭和29年10月14日第一小法廷判決・民集 8巻10号1858頁参照）。
　したがって、本件取消裁決が不服申立適格を認めた根拠条文……以外の事項に
関しても不服申立てに係る本件開発許可処分の法適合性を審査したことは違法で
はない。」
（ 2 ）　本件へのあてはめ
　訴訟参加人資格否定の理由として、行政不服審査手続に行訴法10条 1 項を類推
すべきこと（その結果、裁決が、審査してはならない事項についてまで審査して違法
であること）がどのように根拠たりうるかは疑問である
（41）
。
　本決定②は、行政不服審査手続きへの行訴法10条 1 項類推の可否という論点に
ついても、先例に沿った明快な結論を示しており、今後の参考になると思われ
る。
（41）　なお、訴訟参加人による訴訟活動に着目し、行訴法10条 1 項の趣旨が妥当し、これを類
推するべき（したがって、本訴における参加人の訴訟活動に10条 1 項が類推される）という
主張の可能性はあると思われる。
　　しかし、前述のように、行訴法22条の訴訟参加制度は訴訟資料を充実させるという趣旨も
あること、また、あくまでも補助参加の一形態ということであって、そのため、被参加人が
主張していない争点を提起することはできないと解されていることからすれば、法文に存在
しないにもかかわらずあえて10条 1 項を類推適用する理由も必要もないだろう。
